
予算要求資料
令和2年度6月補正予算 支出科目 款：農林水産業費 項：林業費 目：県産材流通対策費　　　
	事業名　新 林業デジタル化推進事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　林政部　森林整備課　担い手企画係　電話番号：058-272-1111（内3197）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　133,902千円（現計予算額：    ―   千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財 産　収 入
	寄附金
	その他
	県 債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	133,902
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	133,902

	決定額
	133,902
	133,902
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　林業の現場でも新型コロナウイルス感染症拡大防止策の徹底が求められている。このため、森林資源量調査や林業作業等に従事する人員を必要最小限とする取り組みが必要である。
　　　木材生産に先立って行う森林資源量調査は、従来は複数の人員で実施しており、情報を共有するための作業前後の集合は不可避である。最新のICTによりデジタル化を進め、単独での調査解析と関係者間の情報共有が可能となる体制を構築することで、コロナ後の現場作業の省力化、効率化を図る。
　　　また、コロナ後の木材需要の回復に合わせた木材生産の増加により、造林・育林等の林業作業の拡大が見込まれるが、現状は人力に頼らざるを得ず、新型コロナの「３密」の回避が難しい。林業作業の省力化とともに３密回避を図るため、急峻な工事現場等で使用が進んでいる高所無人掘削機をベースとした林業用無人機械の技術検討を進める。
（２）事業内容
①森林組合・林業事業体のICT機器導入支援と運用研修
　　　・地上３Dレーザ計測器(owl)、ドローン機材及びデータ解析ソフト等
　　②デジタル林業指導者等育成（森林文化アカデミーにて実施）
　　　・地上レーザ計測器(owl)及びドローン操作研修、データ解析研修
・ＶＲハーベスタシミュレータ研修
③林業無人化機械の技術検討
　・森林文化アカデミーを中心とした技術開発に向けた実地試験等
（３）県負担・補助率の考え方
①森林組合・林業事業体のICT機器導入支援
　　　・補助率3/4以内 
②林業デジタル化指導者等育成
・すべて委託研修につき実施主体の県が負担
③林業無人化機械の技術検討
　・実施主体の県が負担
（４）類似事業の有無
　　　なし。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	委託料
	42,423
	研修委託7,423、林業用無人化機械技術検討委託35,000

	補助金
	48,069
	林業事業体等の林業デジタル化支援（デジタル機器導入助成）

	その他
	43,410
	備品購入費18,410、ベースマシンのリース25,000

	合計
	133,902
	


	　決定額の考え方　
財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第３期岐阜県森林づくり基本計画（林業及び木材産業の振興）
（２）国・他県の状況
　　　アフターコロナを見据えた施策は具体化していない模様。
（３）後年度の財政負担
　　　消耗品購入や機器修繕等が発生する可能性あり。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　林業デジタル化の指導者として県は妥当。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・新型コロナウイルス収束後の木材需要の回復に速やかに対応できるよう、「林業デジタル化」の浸透を図る。
・森林文化アカデミーにおいて、コロナ後の林業作業の無人化省力化を実現する技術の開発に向けた実証実験を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地上レーザ計測器(owl)配備状況
	2ｾｯﾄ

（R2）
	（  ）
	（  ）
	2ｾｯﾄ
（R2）
	12ｾｯﾄ
（R2）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	


（前年度の成果）
	　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
　○

	新型コロナウイルス収束後の木材需要回復に応じた品質と量の木材を安定的に生産、供給するとともに、その後の造林・育林の担い手を確保するため不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
　

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
　○

	従来は人海戦術頼りであったり、アナログ技術のみで対応するため時間的コストが嵩んでいるところ、林業のデジタル化によって飛躍的に効率の向上が図られる。


（今後の課題）
	木材需要が急回復した際に、山側（木材生産側）が新生活様式に対応できていなければ地域の資源（県産材）の有効活用が困難となり、大量で品質が安定する外材に需要が置き換わってしまうおそれがある。



（次年度の方向性）
	新型コロナウイルス感染症緊急経済対策事業であるため、今年度限り。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	　－
【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	　－


県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	林業デジタル化推進事業

	補助事業者（団体）
	森林組合及び林業事業体
（理由）林業の担い手である。

	補助事業の概要
	（目的）林業におけるアフターコロナに対応した作業環境の構築を支援する。
（内容）林業デジタル化の担い手育成とそれに要する機器等の配備

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他
（内容）林業デジタル化に要する費用の3/4以内
（理由）森林組合及び林業事業体の林業デジタル化のハードルを下げる。

	補助効果
	迅速な林業デジタル化の浸透が図られる。

	終期の設定
	終期　令和２年度
（理由）新型コロナウイルス収束後の木材需要回復に迅速に対応する。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか
旧態依然とした活動が多い林業を、デジタル化により安全、快適で効率の良い産業への移行を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
(R元年度末)
	目標
(R2年度末)
	目標
(終期)

	1 地上レーザ計測器(owl)配備状況
	2セット
	12セット
	12セット

	2 
	
	
	


	
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	R1年度
	R2年度
（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)
千円
	(要求額)
48,069千円

	指標①目標
	
	
	
	
	12セット

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)

	(推計値)


	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)

	(推計値)


	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）
	　－


（今後の課題）
	木材需要が急回復した際に、山側（木材生産側）が新生活様式に対応できていなければ地域の資源（県産材）の有効活用が困難となり、大量で品質が安定する外材に需要が置き換わってしまうおそれがある。


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	新型コロナウイルス収束後の木材需要の回復に応じた品質と量の木材を安定的に生産、供給するため不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	従来は人海戦術頼りであったり、アナログ技術のみで対応しているところ、林業のデジタル化により飛躍的に効率の向上が図られる。


（事業の見直し検討）
	　－


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）新型コロナウイルス感染症緊急経済対策事業であるため。


1

